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Study on the Expansion from "Community Planning

Ordinance
" t

o "Autonomy Ordinance" and the Continuity of

Administration Support

 —  The Case of Community Planning in Toyonaka

Akiyo TANAKA

  The purpose of this study is to verify whether to support citizen participation in community planning 

in the City Hall and study how to do it. In this study, community planning in Toyonaka has been taken 

up as a case study. Initially, technical assistance that the administrative staff provided to the citizens 

involved in community planning in Toyonaka was later to be inherited. Technical assistance is provided 

by the project team comprising local government officials, and business representatives give advice to 

citizens. Such technical support measures are likely to decline. Therefore, it is necessary to improve staff 

morale.

 Keywords  : Community planning, Regional autonomy, Administration support

1.は じめに

近年,地 方分権が進展するなかで,行 政が実

施する構想 ・計画策定や事業,計 画を実現化す

るための活動等に市民が積極的に参加 ・参画す

るいわゆる 「参加型 まちづ くり」が浸透してき

ている。佐藤は,「市民参加」について,「市民

が地域的公共的課題の解決に向けて,行 政や社

会等に対 して何 らかの影響を与えようとする行

為」と定義して市民参加の必要性を提起 してい

る。さらに,市 民参加へのアプローチのなかに

は,政 治学 ・行政学などの理論的 ・学術的アプ

ローチのほかに,都 市計画 ・地域福祉 ・環境保

全などの地域政策の個別領域からのアプローチ

や行政やまちづ くりの現場 といった実務サイ ド

からのアプローチなど多面的に存在するとして

いる1)。本研究が対象とするまちづ くりは,都

市計画という地域政策の個別領域からのアプ

ローチであると同時に,ま ちづ くりの現場 と

いった実務サイ ドからのアプローチも同様に試

みている。

こうした 「参加型まちづ くり」においては,

「市民の役割⊥ 「行政の役割」,「議員の役割」

が明確化 され,実 践 されつつあるといえる。

例えば,そ れは,各 自治体の自治基本条例に

見ることができる。

自治基本条例制定は,2000年 の地方分権一
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まちづ くり条例の対象範囲

おもなまちづ くり支援

(1)活動費の3/4の 助成
(2)まちづくり支援チームの派遣

(3)まちづくりア ドバイザーの派遣
(4)まちづくりコンサルタン トの派遣
(5)ま ちづ くり専門家会議の審査(協 議会認定)

(6)ま ちづ くり構想に対する指導、助言、配慮
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地域 の魅力 ・暮 ら

し ・仕事づ く り

まちづ く り

ノレー ノレづ'く り

「地区計画」「建築

協定」の手続きは、

土地利用 の調整に

関する条例 へ

市の調整会議 によるまちづ

くり基本方針の提示

図1ま ちづ くりの進め方(豊 中市まちづくり条例)

括法の制定以降,急 激 に増加 している(2006

年:55制 定,2011年:229制 定)注1)。 自治基

本条例の役割は,各 自治体において自治を実現

するための基本的な考え方や役割分担等の理念

を示すことにある。
一方で

,自 治基本条例が制定される以前に制

定されたまちづ くりに関する条例 としてまちづ

くり条例がある。全国的にみると,ま ちづくり

条例は,1990年 代以降急激に増加 したものの,

2000年 以降の 自治基本条例の制定の増加 にと

もなって,制 定は減少傾向にある。しかし,ま

ちづ くり条例そのものの目的や役割は自治基本

条例 と比較すると多様化 してお り,な かでも,

以下に挙げる 「豊中市まちづ くり条例」(1992

γ 豊中市ホームページ参照。
、上一 ＼

年制定)は,地 区レベルの参加型 まちづ くりを

実現するための手続 きや行政支援の方策等 を定

めた条例 として,あ る一定の成果 をあげてきた

といえよう(図1)。

この条例には行政のア ドバイザー派遣や行政

職員で結成 されるチームの派遣等技術的支援 と

まちづ くり活動 に対する助成制度が盛 り込 ま

れてお り,そ の成果は,「豊中駅前まちづ くり

構想」(1995年 策定)「 おか まち ・まちづ くり

構想」(1997年 策定)「 そね ・お もしろまちづ

くり構想 ほほえみ坂のあるまち」(2006年 策

定)の 市長への提案に見ることができる。

さらに,豊 中市では,「 まちづ くり条例」制

定以降 も地域自治 を目指 して,「豊中市自治基
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住民発意 による地 区計画エ リア

り 駅前まちづくり推騰 会

おかまち ・まちづ く り協議会

まちづ くり協言義会 ≧ ね21の 会"

曽根 まちづ くり研究会

! ♪ ・ 阪急宝塚線

図2市 民のまちづくり活動紹介

注)豊 中市ホームペー ジ参照。

本条例」(2007年 制定)が 制定されている。そ

こで,本 研究では,新 たに制定された 「豊中市

自治基本条例」のなかの特に第12条 地域自治

の推進において,「 まちづ くり条例」で運用 さ

れてきたまちづ くり活動支援策がどのように継

承 されているのか,あ るいは継承 されていない

のか,に ついて考察を進めることにする。その

ことによって,市 民への支援制度やシステムの

課題,継 承すべき支援策は何かを明 らかにし,

まちづ く りに お け る市 と市 民 の協 働 の あ り方 を

探 る こ と を 目的 とす る 。研 究 の方 法 は,筆 者 が

豊 中市 の まちづ く りに直 接 的 に 関 わ る ア ク シ ョ

ン ・リサ ー チ とい う手 法 を とっ て い る注2)。

2.ま ちづくり条例制定と行政支援

(1)ま ちづ くり条例の制定

豊中市のまちづ くり条例は,市 民が主体的に

まちづ くりを進めることができるよう1992年
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に制定された。まちづ くりの発端は,豊 中駅前

地区の阪急宝塚線の高架化により,商 業者の有

志がまちづ くりや商業に危機感を感じ,勉 強会

を始めたことによる。

こうした主体的な市民の活動 も,制 度上の位

置づけがなければ,徒 労に終わってしまう。そ

こで,行 政は,ま ちづ くりの初動期支援を定め

た条例を制定 し,支 援制度 を整 えた2)。市民主

体のまちづ くり活動 も,こ うした行政による制

度にもとついた地道な支援の積み重ねに支えら

れていたことは否めない。2000年 当時の政策

推進部まちづ くり支援課では,豊 中駅前地区,

岡町商店街地区,曽 根駅前地区(西)の 地域

担当を3名 配置し,ま ちづ くり活動を支えてい

た。

これ らの市民であ り商業者の有志が条例に

もとつ くまちづ くり協議会 を設立 し,1995年

に 「まちづ くり構想」を策定した。策定された

「まちづ くり構想」は,条 例 にもとづき市長に

提案された。市は,そ れを受け 「まちづくり基

本方針」をまちづ くり協議会に提示 した(1997

年)。

こうした市民による主体的な構想策定 ・提案

の手続 きと行政支援は他の2地 区にも引き継が

れ,3地 区の 「まちづ くり構想」と行政の 「ま

ちづ くり基本方針」が提示 されたのである。

(2)行 政の支援策

当時,条 例の所管 とされた政策推進部まちづ

くり支援課による行政支援には,ま ちづくり協

議会への支援 と全市 レベルの支援があ り,ま ち

づ くり協議会への具体的な支援は,① 行政の

情報やまちづ くりに関連する情報の提供,②

構想 をまとめる際のWS(ワ ークショップ,以

下WS)の 場のデザイン,③ まちづ くり活動を

進めるうえでの会議の持ち方や情報共有のしか

た,④ 情報誌発行の技術など多岐にわたってい

る2)。

協議会への支援のほかにも,市 域 レベルで,

①大人や中高生を対象 としたまちづくり講座の

開催,② まちづ くりのリーダーを呼んで市民が

学ぶ フォーラムの開催 ③ まちづ くり情報誌

(ECHO)を 発行する,な どの支援 をおこなっ

て い た2)。

3.ま ちづくり条例制定後の運用と課題

まちづ くり条例が制定 され8年 を経た2000

年以降か ら,政 策推進部 まちづ くり支援課で

は,「 まちづ くりの担い手不足」「まちづ くりの

担い手が育たない」「住宅地にまちづ くり活動

が広 げられない」「支援チームの形骸化」など

の課題が担当職員から持 ち上がって きた。当

時,筆 者はまちづ くり支援課嘱託職員 として所

属 していたが,支 援課内部の数名の職員でまち

づ くり支援の運用面での課題 を共有するための

WSを 実施 し,前 述のようなまちづ くりの課題

を共有 した。構想策定 した協議会は,現 在のと

ころ3地 区にとどまっている(図2)。 ★印は,

まちづ くり協議会を示 し,既 に構想 を策定 し

実現化に向けての活動 をおこなっている。☆印

は,ま ちづ くり研究会 を示 し,構 想策定に向け

てにぎわいづ くり等の活動 を行なっている。上

記の活動地域の用途は,商 業地域あるいは近隣

商業地域 を含んでおり,ま た,阪 急やモノレー

ルなどの駅 を起点とする商店街である。斜線部

分は,住 民発意による地区計画の策定を示す。

これらは,お もに千里ニュータウンおよびその

周辺の住宅地である。

まちづ くり条例制定後の1998年 に制定され

た中心市街地の活性化に関する法律にもとつ く

基本計画の策定は,ア ーケー ドや街灯整備,道

路の舗装等商店街の物的な環境整備やイベント

実施などの既存策では中心市街地の活性化は不

十分であったため,都 市交通や土地利用等の誘

導,景 観なども含めた中心市街地のあり方 を明

確にすることが目的であった。

これについては,豊 中駅前地区の場合,中

心市街地活性化基本計画 を新たに策定せず と

も,既 にまちづ くり条例にもとついた 「まちづ

くり構想」やそれを受けて行政が策定 した 「ま

ちづ くり基本方針」が存在 し,都 市交通のあり

方や土地利用,景 観等の誘導なども検討 されて

いた。この点で,市 民が主体 となって策定 した

「まちづ くり構想」は,国 の法律に先だって有

効に機能したといえる。
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表1ま ちづくり条例 と自治基本条例にもとつ く行政支援の比較

豊中市まちづくり条例 豊中市自治基本条例

・ま ちづ く り構 想 策 定 の た め に 「ま ち ・地域自治の推進に関わる支援※

行 づ くり協議会⊥ 協議会設立が問近 ・NPOへ の 活 動 助 成

政 な 「ま ちづ く り研 究会 」 には,ま ち 「提案公募型委託制度」「協働事業市民提案制度」
支 づ く りコ ンサ ル タ ン ト・ま ち づ く り 等市と市民団体との連絡調整
援
の

ア ドバ イザ ー ・まち づ く り支援 チ ー ・自治会活動への支援(自 治会掲示板の配付,自

方 ムを派遣 治会活動災害補償保険の加入,相 談,自 治会館

策 ・まちづ くり活動助成等 整備等の助成,事 例紹介や市の主催するイベ ン

・まちづ くり情報誌の発行 ト等の情報提供等)

※具体 的には,市 の支援 策 として,「地域 と市 をつな ぐ窓口(地 域担 当職 員)の 配置」 や 「新 しい補助金 の し

くみの検討」,「地域 と市 の協議 の場 を開催」が検討 され,平 成24年 度 より実施 される予定 となっている。

注)豊 中市ホームページを参照。

商業地域は,土 地利用の変動が激 しく,市 民

にとって,急 激な環境の変化は不安の要素 とな

りうる。このため,目 に見えるかたちとしての

構想やビジョンが求められていたのではと考え

られる。

一方で,土 地利用の変動が緩やかである住宅

地においては,そ こに居住する住民のまちづく

り活動への必要性(特 に都市交通面や土地利用

誘導,景 観)を 認識する者は少な く,ま た,市

民自らが住宅地において 「まちづ くり構想」を

策定することの意義を見出せなかったのではな

いかと考える。緩やかな環境の変化に対 し,取

りたてて不安や危機感を感じる事がない市民に

とって,ま ちづ くり構想は存在意義は認めたと

しても,早 急に策定されるべ きものではないと

の認識があるのではないかと推察される。

前述のことから,ま ちづ くり支援課内のWS

で共有 した 「住宅地にまちづ くり活動を広げら

れない」という支援課題は,運 用面での不備で

はなかったといえる。「広げられない」のでは

な く 「広が らない」 という表現が適 している。

市のまちづ くり支援課が,毎 年,市 民を対象に

したまちづ くり講座やセミナーを開催 し,ま ち

づ くりに関する情報提供をし,啓 発活動を重ね

ていったとしても,20年 後,30年 後 を目指 し

た住宅地の 「まちづ くり構想」を提案するため

の活動の担い手が,数 年間現れてこなかったの

は,必 然であるといえるのではないか。

以上のことから,建 築物の個別建て替え等 ま

ちの更新が緩やかな住宅地のまちづ くりでは,

住民のまちづ くりを考える視点が,ま ちの将来

像などの共有化や広域的な交通問題 土地利用

の誘導 景観 といったハー ド的側面ではな く,

コミュニティの希薄さから生 じる孤独死,防 犯

や防災,大 規模開発による環境の悪化等の身近

な環境でおこる喫緊の課題に対する解決策であ

り,地 域で安全に暮 らせるためにソフトな面で

のしくみを総合的に考えるための本来自治会が

担っていた自治の必要性が求められていたから

ではないかと考える。

ただし,住 宅地のまちづ くりのなかでも,豊

中市や吹田市が抱える千里ニュータウンなどの

建物の老朽化にともなう大規模な建替えやまち

の更新に関しては例外である。建替えにともな

う環境の大 きな変化や敷地の細分化等による環

境悪化については,例 えば地区計画や建築協定

のようなルールづ くりが必要 とされる。前述の

とおり,千 里ニュータウンに位置する新千里南

町エリアにおいて,ま ちづ くり実践大学 を受講

した住民が発意 して地区計画が策定 された事例

も存在 している。

4.自 治基本条例の制定とコミュニティ

基本方針の策定

豊中市において も,地 方分権の流れの中で,

2007年 に自治基本条例が施行 され,条 例の所
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管である豊中市政策企画部コミュニティ政策室

が設置された(2008年4月)。

コミュニティ政策室の業務 は,自 治基本条

例 にもとつ く地域 自治の推進にかかわる仕事,

NPOな どの市民公益活動の推進にかかわる仕

事,自 治会等の地縁団体 との連絡調整 ・活動支

援 としている。

「地域 自治のしくみ と実践」のなかで,元 政

策企画部長で現副市長の田中は,豊 中市の自治

会加入率の低 さ(2010年4月 現在48.5%)を 指

摘 し3),ま た,「豊中市は,押 し寄せる都市問

題に対 して自治会のような総合的な地域組織で

は対応 しきれない」4)と して,NPOな どの市

民公益活動 を対象に豊中市市民公益活動推進条

例 にもとつ く助成制度や 「提案公募型委託制

度」「協働事業市民提案制度」を制定 し,支 援

してきた。

コミュニテ ィ政策室が設置 され た翌年 の
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「まちづ くり条例」から 「自治基本条例」への展開と行政支援の継続性に関する研究

2009年 には,豊 中市の もつ 「市民力」や 「地

域力」が発揮できる環境を整え,地 域 コミュニ

ティを活性化 し,そ れを基礎にした地域 自治を

実現 してい くための 「豊中市 コミュニティ基本

方針」が策定された。方針の概要版には,「「市

民力」「地域力」が発揮できる環境 を整え,地

域 コミュニティを活性化 し,そ れを基礎にした

地域 自治を実現 してい くために策定する もの

です。」5)と して策定の目的が明記 されている。

ここで示 されている地域 コミュニティの範囲

は,顔 が見える関係づ くりが可能な小学校区単

位 としている。

今後は,こ の 「コミュニティ基本方針」を受

けて,地 域連携センターを中心にして,地 域 と

市 をつなぐ窓口を設置し,地 域担当職員を配す

るとの ことであるが(表1,図3),地 域担当

職員やプロジェク トチームのマネジメントカを

どのように養成してい くのかが明確にされてい

ない。 また,ま ちづ くり条例で実践 されて き

た 「まちづ くり支援チーム」の職員の支援力が

新たな地域 自治システムの 「プロジェク トチー

ム」にどこまで活かされ,継 承 されるかは,明

らかにされていない。

5.お わりに

以上の考察から,豊 中市のまちづ くりに関連

する条例の制度,行 政の支援策等は,一 事例で

はあるものの,都 市計画的な側面から検討する

と,多 くの普遍的な課題を提示 していると認識

している。

つまりは,土 地利用の変動が激 しい商業地域

や近隣商業地域では将来像を共有するための仕

組みが不可欠であり,ま ちづ くり条例などの手

続 き条例は有効に機能する。

豊中市の場合,2011年 に機構改革が行 なわ

れ,ま ちづ くり条例にもとつ くまちづ くり支援

は,都 市計画部まちづ くり総務室支援チームに

継承 されることとなった。
一方で,土 地利用の変動が緩やかな住宅地で

の自治基本条例にもとつ くまちづ くり支援 は,

2011年 の機構改革で政策企画部 コミュニティ

政策室を廃 し,市 民協働部コミュニティ政策室

に引き継がれた。

以上の 「まちづ くり条例」 と 「自治基本条

例」にもとつ く支援策は,並 存 しつつも,土 地

利用や都市計画的ルールづ くりをめざしたまち

づ くり活動支援は 「まちづ くり条例⊥ コミュ

ニティづ くり支援は 「自治基本条例」 という役

割分担が考えられる。 しか し,現 在のところ,

「まちづ くり条例」は地区計画や建築協定の手

続 きを盛 り込んでおらず,「 土地利用の調整に

関する条例」に委ねていることから,両 者の条

例の特徴 をふまえ,精 査する必要があるといえ

る。

今後の課題 として,こ れらの条例にもとつ く

個別支援策 をどのように整合 させ,地 域の総合

的なまちづ くりを進めていくのかということが

検討 されなければならない。

さらに,住 宅地においては都市計画事業の必

要性や可能性は高くなく,通 常は建築物の個別

更新が主である。こうした場合では,住 民 と行

政の問の構想やビジョンの共有の必要性 も低い

と考えられる。豊中市の場合,地 域 自治 を考え

る際には,ま ちの更新が緩やかな住宅地での支

援策は,ま ちづ くり条例での支援策の課題 を盛

り込みつつ,市 民公益活動支援の制度や自治会

活動支援 も考慮に入れた新たな支援策 を運用 し

ていくことが求められているのではないかと考

える。なかでも,ま ちづ くり条例から継承 され

ている 「地域担当職員」や 「プロジェク トチー

ム」(ま ちづ くり条例では支援チーム)に つい

ては,ま ちづ くり条例の運用面での課題 をふま

えて,地 域担当制やプロジェク トチーム発足時

の職員のまちづ くり支援が時間を経て形骸化せ

ぬよう,例 えば,職 員 とまちづ くり活動に精通

した市民注3)が一体 となって協働 しなが ら,地

域支援 をするなどして,市 民 との接触により職

員のモチベーションが継続 していくような行政

内部の仕組みを整えていく必要にせ まられてい

るといえよう。
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脚 注

注1)自 治 基 本 条 例 制 定 の 数 につ い て は,2006

年 は 内仲 英 輔(2006)「 自治 基 本 条 例 をつ く

る 」 の 巻 末 資 料 を 参 照 し た。 ま た,2011年

は,NPO法 人 公 共 政 策 研 究 所 「全 国 の 自 治

基 本 条 例 一 覧 」 の 以 下 の ア ドレ ス を参 照 し

た 。http:〃wwwl6.plala.or.jp/koukyou-

seisaku/policy3.html

注2)筆 者 は,1999年4月 ～2002年3月 ま で

豊 中市 役 所 政 策推 進 部 まち づ くり支 援 課 に所

属,ま た,2008年4月 ～2010年3月 ま で豊

中市 政 策企 画 部 コ ミュ ニ テ ィ政 策室 に所 属 し

て い た 。 い ず れ も,嘱 託 職員 と して 豊 中市 の

まち づ く りに携 わ りな が ら,市 民 参 加 型 まち

づ く りの研 究 を継 続 的 に お こな っ て い た 。 こ

う した ス タイ ル が ア ク シ ョ ン ・リサ ー チ 手法

とい わ れ る所 以 で あ る 。

注3)長 年,「 ま ち づ く り条 例 」 で 活 動 支 援 を

受 け,現 在 も活 動 を し て い る 市 民 で あ る と

か,「 自 治 基 本 条 例 」 に も とつ く 「市 民 公 益

活 動 助 成 」 を受 け たNPOに 所 属 す る市 民 な

ど を示 して お り,豊 中市 で は,現 在 まで の参

加 型 まち づ くりの 支援 の 成 果 に よ り,ま ち づ

く り活 動 に精 通 した市 民 が 数 多 く存 在 して い

る 。

4)(2011)「 月刊 ガバ ナ ンス11月 号 ⊥ ぎ ょ う

せ い,pp.34-36

5)(2009)「 豊 中 市 コ ミ ュ ニ テ ィ基 本 方 針 概

要 版 」,豊 中市
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